
１　基本情報

No. 1

継続 款 2 項 1 目 11

8

年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

C

評価

C

評価

C

評価

C

事業実施手法

事業実施上の課題
・残された課題

本格的なシステム活用・取り扱いはこれからの訓練で、能力向上を図る。また、実動を伴うものについては未
だ手付かずである。

今後の取組方針 拡大
その他、テーマ別の課題も多く１つずつ地道に行っていく必要がある。

判断理由

目標値と実績値の差
分についての理由

次年度総合防災訓練に向けて年度内に追加実施

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

研修の実施及び実災害の対応により、職員の知識及び技能の向上を図れた。また、消防本部との連携訓練の
実施により、部署間の連携が深まった。

14工事請負費

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

0

1

実績値

評価した根拠・理由
目的思考
（施策目標への寄与）

重点テーマに応じた訓練の実施数（回)

その他
一般財源

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

目標値

3

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

市債

指標１ 指標２
指標名（単位）

4,808

総合評価

評価した根拠・理由

訓練を通じて、災害対応業務の情報処理の考え方が整理された。

評価した根拠・理由

自前でマニュアルを作成し、災害対応業務の全体像を掴むきっかけができた。

市独自の総合防災システムを構築できたことで、今後システム活用による市の災害対応能力の向上を図ることができ
る。

自治連合会防災計画の作成支援を通じ、連携強化へのきっかけができた。

災害実務研修会を通じ、職員の自分事意識は向上しつつある。

評価した根拠・理由

評価した根拠・理由

456

0 0 4,808
特定財源

18負担金補助及び交付金 3,099
その他 1,253

財源（千円）

12委託料

施策体系

根拠法令等

事業費（千円） 0 0 0 4,808

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込）

事業概要
（全体計画）

決算年度の
主な取組

R７予算

自治事務

事業目的・
事業実施効果

職員が災害時に実施すべき災害対策諸活動を理解し、意識の向上が図られるとともに、総合防災訓練では公共的団体及び市民の協力を含
めた防災体制の充実が期待される。

職員に対し研修や訓練を実施して、災害対策本部及び警戒本部設置時における対処能力の向上を図る。
各年度では、重点テーマに絞った訓練を実施することで、より専門的な知識の向上を図る。
令和7年度に予定している総合防災訓練では、市民や関係機関との合同訓練を実施し、計画の検証や問題点の洗い出しを行う。

事業の対象全職員 -

事業期間

当初計画

大規模地震災害対応訓練
災害対策本部訓練
重点：マルチディスプレイの活用による情報共有能力
の向上
初動部職員訓練（実動：消防本部と共同実施）

取組実績

大規模地震災害対応訓練として、３月に災害実務研修会を実
施
災害対応本部訓練（風水害）を７月に予定したが、６月下旬に
辻町土砂災害が発生したため実災害の対応を実施
初動部職員訓練として、２月に消防本部との連携訓練を実施

令和６年度アクションプラン事業評価シート

関 係 課全課

事業名

事業区分

担 当 課危機管理課

防災・減災・消防 戦略的施策 行政改革大綱 (1)

大規模災害対応能力の向上

会計区分 予算費目一般会計

事務区分

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】



１　基本情報

No. 2

新規 款 2 項 1 目 11

8

年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

－

評価

Ａ

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

職員が本システムの構成を理解し、入力や操作に慣れていくことで初めてシステム導入の効果が発揮され
る。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

次年度以降、訓練や実災害において運用を進めていくことで、職員のシステム習熟度を上
げ、災害対応の効率化と迅速化を図っていく。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
本市のハザードや地理情報データ等を取り込み、システムを構築した。また、ＡI活用によるSNS情報の取得や市公式
ＬINEでの被害受付の実施等、様々なデジタルツールと連携できるシステム構成とした。

総合評価

評価した根拠・理由

多くの自治体が課題と感じている災害対応のデジタル化を独自システムの構築により先進的に達
成することができた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
システム構築にあたっては、市民の生命・財産を守るため、市民からの通報等による被害情報の一元管理と市民への
迅速な情報発信の機能等について、特に重要視して進めた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
委託事業者との打ち合わせは密に行ったが、事業としては、他の主体との協創を進めていく事業ではなく、本項目は
該当しない。

目標値と実績値の差
分についての理由

構築年度であり、次年度以降の増加を図る。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
プロポーザル審査ではあったが、結果的に予算より大幅に費用を抑えることができた。また財源として緊急・減災事業
債を活用している。

目標値 0

実績値 0

指標１ 指標２
指標名（単位） システム習熟度（％）

一般財源 14,266 320 306 7,731

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

当初の計画通り、プロポーザル方式にて委託事業者を選定。本市の災害対応の課題解決を図るための機能
を搭載した市独自の総合防災システムを構築することができた。

市債 77,500 52,300
その他

財源（千円） 14,266 77,820 52,606 7,731
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他 14,266 259 259 231

12委託料 77,561 52,347 7,500
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 14,266 77,820 52,606 7,731

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

防災システム構築
→プロポーザル方式による事業者選定
年内運用開始
（実災害・職員訓練等での利用）
システム構築委託料  77,561千円
プロポーザル審査委員報酬　28千円
（14千円×１人×2回）
災救マップ（避難所情報アプリ）の本格導入
アプリ利用料　２３1千円

防災システム構築
→プロポーザル方式による事業者選定
令和7年4月運用開始
システム構築委託料  52,347千円
プロポーザル審査委員報酬　28千円
（14千円×１人×2回）
災救マップ（避難所情報アプリ）の本格導入
アプリ利用料　２３1千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

災害対応を効率化・迅速化することで、被害を軽減させ、市民の生命・財産を守ることができる。

事業概要
（全体計画）

災害時の情報集約及び対応方針の検討等のさらなる迅速化を図るため、各班の災害対応状況や災害情報を一元管理
する防災システム等を導入し、災害対応業務のＤＸ化を推進する。

事業の対象全職員、市民 -

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課危機管理課 関 係 課デジタルイノベーション推進課

事業名 防災ＤＸの促進（防災システムの構築）

行政改革大綱 (1)

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】



１　基本情報

No. 3

継続 款 2 項 1 目 11

8

年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

C

評価

C

評価

C

事業実施上の課題
・残された課題

仕組みはできたものの、実践的な訓練の実施により実効性を担保する。

今後の取組方針 拡大

判断理由

共助に関する理解はあるので、発展させる必要がある。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

自治連合会防災計画に基づき、自治連合会防災ＨPが完成したことは大きい。

総合評価

評価した根拠・理由

一定の成果があり、発展の可能性を残している。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

地道ではあるが、地域の防災力の向上は見られる。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

自治連合会との連携は向上していると実感している。

目標値と実績値の差
分についての理由

今年度新たに地区防災計画は作成されていないが、自治連
合会防災計画が作成されたことは意義深い。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
職員が講師となり、研修会を開催した。また防災講演会についても消防庁の語り部派遣を活用したことで費用負担な
く、実施することができた。

目標値 増加

実績値 なし

指標１ 指標２
指標名（単位） 地区防災計画の作成

一般財源 23

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

当初の予定回数どおり研修会を実施することにより、共助への理解と知識が深まった。また、自治会間の相互支援を目的とした
自治連合会防災計画の作成支援を通じて、自治連合会との連携が深まった。防災講演会の実施により、防災リーダー等の知識向
上が図れた。

市債
その他

財源（千円） 0 23 0 0
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他 23

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 23 0 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

自治会・自主防災会役員、防災リーダー向け研修会
の開催
①風水害編×３回
②地震災害編×３回
③地区防災計画策定編×３回
地区防災計画策定支援
研修講師謝礼（１回） ２３千円

研修会３科目（①風水害、②地震災害、③地区防災計画策定）
を３会場で合計９回実施
生駒市自治連合会防災計画の作成支援
防災リーダー向け研修会（防災講演会）１回実施
※消防庁の語り部派遣のため、講師謝礼なし

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

住民が地域のハザード特性を理解し、助け合いながら安全を確保するとともに、避難所単位の訓練が促進され、その
成果が地区防災計画としてまとまっていくことが期待される。

事業概要
（全体計画）

地域防災力の向上と地区防災計画策定に向け、自治会・自主防災会、防災リーダーを対象に、本市の災害や災害対応
について研修会を行う。

事業の対象全自治会・自主防災会、防災リーダー -

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課危機管理課 関 係 課地域コミュニティ推進課

事業名 地域の防災力向上

行政改革大綱 (1)、（４）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】



１　基本情報

No. 4

継続 款 2 項 1 目 11

8

年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

－

評価

C

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

設置場所の選定に時間を要したため、来年度実施にあたっては、早期からの調査が必要である。

今後の取組方針 拡大

判断理由

さらに市民の目に触れる機会を増やしていくため、来年度は市内50ヶ所を目安に看板設
置を進める。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

看板に市のハザードマップのＱRコードを掲載することで、その場で市民がハザードマップを確認できるようにした。

総合評価

評価した根拠・理由

当初の予定どおり看板設置を行い、市民の避難行動の促進及び防災啓発を進めた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

広く市民の目に触れる場所に設置することで、平時から市民に防災への意識づけを行っている。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
民地立地の電柱においては、所有者である市民の承諾を得ているが、事業としては、他の主体との協創を進めていく
事業ではなく、本項目は該当しない。

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

当初予算よりは増額となったが、財源として防災・安全交付金を活用しており、市費の負担を抑えている。

目標値 30

実績値 30

指標１ 指標２
指標名（単位） 看板等設置率（％）

一般財源 162 162 347

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

当初の計画通り、市内の電柱に浸水想定深と最寄りの避難場所を明示した看板を設置した。設置場所につ
いては、市内の浸水想定区域20ヶ所を満遍なく選定した。

市債
その他

財源（千円） 0 278 278 693
特定財源 116 116 346

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料 278 278 693
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 278 278 693

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

看板等設置（20ヶ所）
２３３千円（当初予算）
※執行額との差額45千円については、同節の委託料
の執行残を活用

ため池監視システム設置場所調査

電柱に看板設置（20ヶ所）
278千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

平時から市民の目に触れる場所に看板等を設置することで、潜在的に市民が防災を意識することができる。
ため池の状況をデータで確認できるため、管理者の安全確保と迅速な避難指示の発令、避難誘導の実施が可能となる。

事業概要
（全体計画）

竜田川・富雄川の浸水想定区域となっている地域の電柱等に、浸水深・避難所までの誘導表示を記載した看板を設置
防災重点ため池監視システムを導入し、カメラ映像と水位データをもとに災害発生時の避難情報発令、避難誘導に活用

事業の対象市民 -

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課危機管理課 関 係 課農林課、事業計画課、土木課

事業名 まるごとまちごとハザードマップ（見える防災）事業

行政改革大綱 （１）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

－

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

資機材の品目や数量が増えることによる保管スペースの確保と平時における物資管理

今後の取組方針 拡大

判断理由

避難所資機材の整備は、毎年段階的に行っていく必要があるが、令和7年度は繰越事業と
なるが、交付金活用により品目や数量を大幅に増やして資機材の整備を進めていく。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

物品購入という事業の特性により、本項目は該当しない。

総合評価

評価した根拠・理由

今年度目標とする資機材は整備でき、残予算で新たに必要な資機材の整備も行うことができた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
市民ニーズの高い避難所資機材を整備することにより、避難者のストレスや不安の軽減を図るとともに、避難所生活
への理解を深めている。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

防災講座等で市民の避難所資機材ニーズを聴取し、本事業に反映している。

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

予算より費用を抑えて購入を進めるとともに、残予算で新たに必要な資機材の整備を行った。

目標値 前年より上昇

実績値 トイレ用品については、当面の目標（避難者１日分）の50％整備完了

指標１ 指標２
指標名（単位） 資機材整備率（％）

一般財源 3,625 44,471 18,117

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

避難所のトイレ対策として屋外トイレテントやトイレ処理袋セット、トイレットペーパー等を各避難所に整備し
た。また、携帯電話充電器やその他避難所で必要となる資機材も新たに整備した。

市債
その他

財源（千円） 3,625 69,648 18,117 0
特定財源 25,177

18負担金補助及び交付金

その他 3,625 69,648 18,117

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 3,625 69,648 18,117 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績
避難所資機材の整備
①災害用トイレセット　17,066千円
②携帯電話充電器等　1,52６千円
【R6補正（繰越）】
追加整備全体　51,056千円
①段ボールベッド　500台
②テント式パーティション　500基
③蓄電池・ソーラーパネル　35台
④投光器　35台
⑤循環型シャワーキット　1台
⑥循環型手洗いスタンド　1台

避難所資機材の整備
①災害用トイレセット　15,740千円
②携帯電話充電器等　2,377千円
【R6補正（繰越）】
追加整備全体　51,056千円
①段ボールベッド　500台
②テント式パーティション　500基
③蓄電池・ソーラーパネル　35台
④投光器　35台
⑤循環型シャワーキット　1台
⑥循環型手洗いスタンド　1台

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

避難所の備蓄物資を強化することで、初動期の避難所の環境が改善され、避難者のストレスや不安等を軽減させることができる。また、平時から地域の防災訓練等で使用する
ことで、使用方法や備蓄物資、避難所生活への理解を深めていき、地域住民の防災意識向上につなげる。

事業概要
（全体計画）

令和６年能登半島地震での課題等を参考に、発生初動期の避難所生活の質の向上や衛生環境の維持・改善のため、避難所用資機材
として、パーティションや簡易ベッド、さらには入浴設備、非常用電源、照明器具等を充実・強化させる。

事業の対象市民 -

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課危機管理課 関 係 課全課

事業名 避難所資機材の充実

行政改革大綱 （１）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） Ｈ21 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

－

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課 事業計画課 関 係 課 管理課

事業名 地籍調査事業

行政改革大綱 （１）

根拠法令等国土調査法 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

（委託費）　  45，159千円
地籍調査成果の認証、登記所送付
 (東菜畑二丁目・東菜畑一丁目の各一部・東生駒月見
町)
地籍調査成果の閲覧
(東菜畑一丁目・東生駒一丁目の各一部)
一筆地調査、測量
（東生駒一丁目、東生駒二丁目、東生駒三丁目の各一部)

（委託費）　  26,955千円
地籍調査成果の認証、登記所送付
(東菜畑二丁目・東菜畑一丁目の各一部・東生駒月見町)
地籍調査成果の閲覧
(東菜畑一丁目・東生駒一丁目の各一部)
一筆地調査、測量
（東生駒一丁目、東生駒二丁目、東生駒三丁目の各一部)

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

本事業は災害復旧の迅速化、土地利用の円滑化、公共事業の円滑化、課税の適正化等の事業効果が高く、市行政のあ
らゆる分野で活用できる。

事業概要
（全体計画）

国土調査法に基づき、土地について、所有者、地番、地目の調査並びに境界及び地籍に関する調査を行い、結果を地図及び簿冊に
作成する。その後測量精度について県を通じて国の認証を受け、その後登記所（法務局）へ送付して地籍図及び地籍簿の書換えを
行う。

事業の対象 市内地籍調査面積 52.36ｋｍ2

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 23,138 45,159 26,955 44,427
12委託料 23,138 45,159 26,955 44,427
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他
財源（千円） 23,138 45,159 26,955 44,427
特定財源 17,353 33,869 20,217 33,320
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） 地籍調査の進捗率

一般財源 5,785 11,290 6,738 11,107

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

本事業実施区域内の一筆ごとの土地について、その所有者、地番及び地目の調査並びに筆界及び地積に関する測量を行い、現
状にあった土地の情報、形状に改めた。また、世界基準の座標を使って測量することで、土地の筆界点が正確な位置情報をもち、
その位置を正確に復元できるようになった。

目標値と実績値の差
分についての理由

-

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
本事業の一般競争入札において、各技術者に地籍総合技術監理者資格（地籍調査管理技術者資格を有する上位資格
として国土交通省登録資格として登録されている資格）を求め、質の高い事業実施を心がけた。

目標値 12.84

実績値 12.84

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
本市では、ＤIＤ地区を重点的に地籍調査の計画区域に設定しており、航測法（リモートセンシングデータを活用
した調査手法）を用いた調査は適していないため。

総合評価

評価した根拠・理由

全ての取組において、予定どおりの成果を得ることができた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
一筆地調査において、筆界未定になると様々な問題（分合筆ができない等）が生じるため、土地所有者に立会
することを促し、地元自治会と連携を取りながら極力筆界未定にならないよう努めた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
本事業を円滑に進めるため、土地所有者に対して説明会を実施した。また、地元自治会に事業への協力を依頼
し、地籍調査推進員として一筆地調査に同行していただいた。

事業実施上の課題
・残された課題

土地所有者間の意見の食い違いにより、筆界未定になる可能性がある。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

本事業における国の負担金を確保し、計画的に事業を進めていく。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R3 年度～R12 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

Ａ

評価

Ａ

評価

－

評価

－

評価

Ａ

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課総務課（消防） 関 係 課警防課

事業名 消防団車両更新整備事業

行政改革大綱 （１）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

消防ポンプ自動車（機動第１分団）
26,176千円

消防ポンプ自動車（機動第１分団）
25,850千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

消防団車両更新計画に基づき老朽化した車両・資機材を更新する。

事業概要
（全体計画）

機動第1分団に配備している消防ポンプ自動車の更新

事業の対象消防団

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 24,800 26,176 25,850 13,964
12委託料
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他 24,800 26,176 25,850 13,964
財源（千円） 24,800 26,176 25,850 13,964
特定財源 10,000 4,551 13,800
市債
その他 12,300 13,000 12,900

指標１ 指標２
指標名（単位） 更新計画数（台）

一般財源 2,500 8,625 12,950 164

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

消防車両の小型化、トランスミッションのＡＴ化によりＡＴ普通免許証で運転可能な車両を配備した。

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
施設整備事業債の活用
既存車両より、車両規格を小型化し、購入コストを削減した。

目標値 各年度に１車両を更新配備

実績値 １車両を更新配備

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

デジタル機器の導入が無いため、該当しない。

総合評価

評価した根拠・理由

消防ポンプ自動車を計画どおりに更新配備し、運用を開始した。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

消防車両の小型化、トランスミッションのＡＴ化によりＡＴ普通免許証で運転可能な車両を配備した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

消防活動に供する車両であり、該当しない。

事業実施上の課題
・残された課題

緊急時や消防活動時の故障等により市民に不利益をもたらさないための維持管理の徹底

今後の取組方針 現状維持

判断理由

消防団車両更新計画に基づき老朽化した車両・資機材を更新する。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R5 年度～ R9 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

Ｄ

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課予防課・警防課 関 係 課

事業名 火災予防・救急対応力の強化

行政改革大綱 （１）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績
事業所等への立入検査（計画数330施設）
高齢者世帯への防火調査（1373世帯）
街頭防火広報、広報パトロールの実施
心肺蘇生法広報用チラシ作成
9円×45,000枚×1.1（税）　　　　　　　　　　　　　　４４６千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（流用　１４４千円）
応急手当講習の実施
バイスタンダーによる応急手当実施率の向上
救急受入れ医療機関と協議
イベント等による「救急車の適正利用」広報活動の実施

計画数330施設に対し331施設に実施
計画数１３７３世帯の内（秋470･春509）　979世帯に実施
街頭防火広報2回、広報パトロール　180回
心肺蘇生法広報用チラシ作成
　　　　　4.48円×45,000枚×１．１（税）　　　　　　　　　　　２２２千円
（追加）16.48円×2,500枚×１．１（税）　　　　　　　　　　　　　４６千円
（広報紙挟み込み配布業務）6円×47,500枚×1.1（税）　　3１４千円
応急手当講習の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9９回1,1６８名
バイスタンダーによる応急手当実施率の向上　　　　　　　　　65.6％
救急受入れ医療機関と協議　　　　　市内等病院の意見交換会を開催
「救急車の適正利用」広報活動の実施　　　　　　　　　　　　　　1２3回

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

・火災による死者の大半を占める高齢者の防火環境を整備し、住宅火災や防火対象物からの火災被害を最小限に抑える。
・救命率を上げるには早期のバイスタンダー（その場に居合わせた人）による応急手当が重要であることから、市民に心肺蘇生法を身に付けてもらう。

事業概要
（全体計画）

・火災による死傷者を減少させるため、市民の防火意識の向上と事業所等の消防法令違反の是正指導を行い、自衛消防力の強化に取り組む。
・バイスタンダーによる応急手当実施率、救命率の向上に繋げるため、心肺蘇生マニュアルを全世帯に配布し、応急手当講習の受講促進等を図る。ま
た、救急需要の増加が見込まれる中、救急業務の安定的・持続的な提供ができるように、「救急車の適正利用」の広報活動に取り組む。

事業の対象生駒市民

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 590 582 0
12委託料
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他 590 582
財源（千円） 0 590 582 0
特定財源
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） 応急手当受講数

一般財源 590 582

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

・広報活動等の取組みにより、火災件数は１５件と前年より9件下回る結果となった。また、高齢者への調査を行い防火意識の向
上を図ったことで高齢者の火災による死者はゼロであった。・心肺蘇生法を身に付けてもらうためのマニュアルと併せて、救急業
務の安定的、かつ持続的な提供ができるよう、日常生活においていざという時に役立つ情報を掲載した。

目標値と実績値の差
分についての理由

チラシを全戸配布し必要性を訴える取組を行ったが、講習
時間の長さが、参加へのハードルが高いとみている。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
見積比較を十分に行い、費用対効果の高い事業実施に心掛けたが、予定部数の変更や市民の手元に届くまでのコスト
面に困難を要した。

目標値 2,900人

実績値 1,168人

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

バイスタンダーによる応急手当実施率

総合評価

評価した根拠・理由

心肺蘇生法マニュアルの配布は、救命処置に関心のなかった層への啓発効果が期待される。しか
し、知識の定着、実技の習得には、定期的・継続的な訓練が必要である。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

市民に「分かりやすい」を目的に、ピクトグラム等を使用したデザインを考慮した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

職員目線だけでなく、女性広報指導分団と協創し取り組んだ。

事業実施上の課題
・残された課題

マニュアルの配布により、知識の向上は望めるが、確実な実技ができるかは課題である。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

救命率を上げるには早期のバイスタンダーによる応急手当が重要であることから、マニュアル配布の
効果を最大限に引き出すため、引き続き応急手当普及啓発の推進が必要である。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】



１　基本情報

No. 11

継続 款 7 項 1 目 3

8

年度） 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

Ｄ

評価

B

評価

－

評価

－

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課警防課 関 係 課

事業名 消防本部・消防署車両更新事業

行政改革大綱 （１）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

事務連絡車
2,490千円
（執行残活用　４０千円）

事務連絡車
2,５３０千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

老朽化した車両の更新に伴い、機能を充実させ、消防力の強化を図ることにより市民の安全・安心に繋げる。

事業概要
（全体計画）

消防車両の更新は、財政状況、耐用年数及び他都市の更新状況等を参考に計画し、緊急時や消防活動時に故障等によ
り市民に不利益をもたらさないよう維持管理を実施していく。

事業の対象事務連絡車

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 20,833 2,530 2,530 70,869
12委託料 899
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他 20,833 2,530 2,530 69,970
財源（千円） 20,833 2,530 2,530 70,869
特定財源 10,000
市債 60,100
その他 4,909

指標１ 指標２
指標名（単位） 車両計画数（台）

一般財源 10,833 2,530 2,530 5,860

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

安全性能、環境性能の向上に加え、荷室の容量が増えたことにより利便性が向上した。

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
見積比較を十分に行い、費用対効果の高い事業実施に心掛けたが、近年の物価高騰の影響もあり、
予算額を超える結果となった。

目標値 1台

実績値 1台

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

デジタル機器の導入が無いため、該当しない。

総合評価

評価した根拠・理由

業務効率化の向上に成果があった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

安全性能の向上、環境負荷を低減させ、業務の効率化に貢献ができる。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

消防事務に供する車両であり、該当しない。

事業実施上の課題
・残された課題

更新事業を進めていくための、財源の確保が必要。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

車両更新計画に基づき老朽化した車両・資機材を更新する。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R5 年度～ R9 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

C

評価

C

評価

C

評価

C

事業実施上の課題
・残された課題

現行システムの保守契約が令和7年度末をもって終了することから、令和7年度からの3カ年にわたる更新整備へと計画
を変更した場合、動作保証の困難な装置の更新および新たな保守契約の締結が必要となる。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

安定した指令業務の継続および更なる市民サービスの向上を図るため、現状の事業内容及び予算規
模を維持しつつ、令和7年度からの更新整備に向け、引き続き取り組んでいく。

奈良市との環境の違い（庁内ネットワーク）などにおいて、生駒市での最善の方法を探るべく、CＤＯ（最高デジ
タル最高責任者）と検討を行った。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

専門的な知見を持つ学識経験者やコンサルタントからノウハウを取り入れながら事業を実施した。

指標１ 指標２

一般財源

総合評価

評価した根拠・理由

令和6年度からの更新整備に向けた取り組みを実施したが、最終的には契約に至らなかった。今後
は、事業実施を通じて得られたノウハウを活用し、引き続き奈良市と調整を行う。

目標値

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

基本機能の維持や新たな機能の導入を進めた。

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
審査委員からの助言や、コンサルタントによる現状分析や課題を解決するための戦略など、費用対効果の高い
事業実施を心がけた。

指標名（単位）

実績値

市債 2,500 2,300 2,300 146,400

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

更新整備に向けて調達を実施したものの契約には至らなかったが、これまでの事業実施を通じて得られたノ
ウハウを活用し、引き続き奈良市と調整を行う。

財源（千円） 2,580 2,353 2,353 146,476

その他
80 53 53 76

特定財源

18負担金補助及び交付金 2,580 2,353 2,353 146,476
その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 2,580 2,353 2,353 146,476

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

◇通信指令システム更新整備
負担額：2,353千円

◇通信指令システム更新整備
負担額：2,353千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

安定した消防指令業務の継続及び更なる市民サービスの向上を図る。

事業概要
（全体計画）

平成28年度より運用を開始した奈良市・生駒市消防指令センターにおいて、２４時間３６５日絶え間なく稼働する通信指令システムの安定し
た指令業務の継続及び更なる市民サービスの向上を図るため、令和6年度に当該システムの更新整備に向けた調達を実施したが契約に至
らなかったことから、更新整備の計画を見直し、令和7年度からの3カ年にわたる更新整備へと計画を変更する。

事業の対象市民

根拠法令等 事務区分自治事務

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課警防課 関 係 課デジタルイノベーション推進課

事業名 奈良市・生駒市消防指令センター通信指令システム更新整備事業

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 防災・減災・消防 戦略的施策 行政改革大綱 （１）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R５年度～ R９年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

大規模災害時の防災（減災）への取組

会計区分

事業目的・
事業実施効果

災害による被害を最小限度に抑えることができる。
ドローンを導入することにより、早期に被害の状況を把握ができる。

令和６年度アクションプラン事業評価シート

関 係 課防災安全課

事業名

事業区分

自治事務

予算費目一般会計

担 当 課消防署

事業期間

事務区分

施策体系

根拠法令等

防災・減災・消防 戦略的施策

事業の対象消防職員、市職員、生駒市民、消防団員

事業実施手法

大規模災害時に市民が自発的に行動し、自助・共助・公助のバランスのとれた防災態勢をを整える。

行政改革大綱 (1)、(4)

12委託料
357

R６決算（見込） R７予算R５決算 R６予算現額

事業費（千円） 0 3,252

事業概要
（全体計画）

決算年度の
主な取組

当初計画

・ドローンの整備・導入　2,000千円
　操縦者育成等　1,252千円
・消防作戦室運用訓練

・自主防災会：自発的取組の促進
　訓練指導者（消防団員）の養成と訓練指導

取組実績

・ドローンの整備・導入　1,800千円
　操縦者育成等　658千円
・震災を想定した消防作戦室と実動訓練を同時並行で進める
 ハイブリッド型作戦室運用訓練を１回実施し、市防災安全課
 がプレイヤーとして参加し、連携強化を図った。
・自主防災訓練消防団指導回数：３５回
　自主防災訓練参加者：３，６０４人
　消防団員養成人数：２９人

2,458

自主防災訓練において消防団と自主防災会が訓練を行い、自助共助の防災意識向上に繋げた。

目標値と実績値の差
分についての理由

指標１

3,252 2,458 357

1,252 658

0
3,252

357

35

26

消防団訓練指導回数（回）

市債

14工事請負費

実績値

指標２
指標名（単位）

一般財源

財源（千円）
特定財源

2,000 1,800

3572,458

目標値

18負担金補助及び交付金

その他

評価した根拠・理由
目的思考
（施策目標への寄与）

自主防災会や消防団員の積極的な訓練参加によるも
の

その他

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

消防団員訓練指導回数目標２６回に対して、３１回の実績数となった。

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

総合評価

評価した根拠・理由

災害対応ドローン整備、自主防災会訓練指導者として消防団員の養成及び市関係部局との連携強
化を図れた。実災害での活用においても問題なく運用できるよう今後も継続する必要がある。

ドローン操縦者育成講習受講者が、署内研修により、新たな操縦可能者を育成している。

事業実施上の課題
・残された課題

民間講習受講者３名が消防職・団員に対して操縦者育成訓練を実施中であり、当面の期間は通常操作訓練
に加えて、操縦者増員のための育成訓練も並行して行う必要がある。

今後の取組方針 現状維持 令和７年度は、リアルタイムで災害対策本部が被害状況を把握できるドローン映像伝送シ
ステムを構築し、更なる情報処理能力の向上と市関係部局との連携強化を図る。

判断理由

早期被害状況の把握のために、迅速に運用できる体制づくり（保管、積載方法など）に努めた。

評価した根拠・理由

評価した根拠・理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

災害現場における上空からのドローン映像データを元にした活動実態把握を開始している。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R6年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

Ａ

評価

B

評価

B

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

経営課題を共有いただくにあたっては、事業者との信頼関係構築には充分な事業説明やヒアリングの時間
を要し、年度内で課題解決までにいたるには困難なケースが多い。

今後の取組方針 拡大

判断理由

人材関連の課題を抱える事業者が多いことから、操業環境確保のためには雇用関連施策と一体的
に、かつ対象についても製造業に限定せず充分な支援を行う必要があるため

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

事業者ヒアリングの内容についてｗｅｂにまとめ、承認を得た部分は次年度以降、市民に公開予定。

総合評価

評価した根拠・理由

ものづくりコーディネーター支援事業については、予定通りの成果を得た。また、EＧ推進補助金に
よる事業者支援については、事業者ニーズを考慮しながらセミナーや講習会を実施した。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

ものづくり関連事業者の操業環境確保に向け、目標値以上の事業者訪問による情報収集を行った。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
上記事業者訪問によるヒアリングを行ったほか、民間専門家の派遣による課題解決や、事業者同士の交流の機会づく
りを実施した。

目標値と実績値の差
分についての理由

ものづくりの専門家派遣事業開始にあたり、特に積極的に
訪問し、事前調査等の情報収集を行ったため

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
ものづくりコーディネーター支援事業については、次回訪問時の論点を予め事業者にメールで共有したり、近隣エリア
を同日で効率的に訪問する等、限られた期間内に効果を挙げられるための工夫を行った。

目標値 60

実績値 80

指標１ 指標２
指標名（単位） 事業者訪問による情報収集件数（件）

一般財源 0 5,486 5,171

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

・製造業10社の課題解決に向けた伴走支援を行い、IKＯMＡSＴＡRとして認定しPR等を行った。
・生駒商工会議所による製造業者向けセミナーや展示会出展支援等を補助した。（EＧ推進補助金）

市債
その他

財源（千円） 0 5,486 5,171 0
特定財源

18負担金補助及び交付金 1,500 1,274 EＧ推進補助金全体で14,000

その他 0 85 3

12委託料 3,901 3,894 人材確保等総合支援事業に統合

14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 5,486 5,171 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績
ものづくりコーディネーターによる支援事業（10社）
委託料3,901＋プロポ委員謝礼42＝3,943千円
製造業者訪問による情報収集(80件)　旅費43千円
展示会出展による製品PR支援（No.5に計上）
労働局との連携による助成金説明会開催、メルマガ配信等支
援情報の提供（No.13に計上）
生駒商工会議所との連携による学研生駒工業会支援事業（階
層別研修・雇用・定着に資する取組等）
1,095千円（⇒EＧ推進補助金）
　　　　　　（補助対象事業の内訳変更　405千円）

ものづくりの専門家派遣事業による支援事業（ものづくり関
連事業者10社を伴走的に支援）　委託料3,894千円
製造業者訪問による情報収集　　 旅費3千円
生駒商工会議所との連携によるものづくり事業者支援
（5開催） （EＧ推進補助金） 1,274千円

事業実施手法 旅費

事業期間

事業目的・
事業実施効果

市内への立地及びものづくり関連事業継続のための操業環境の確保

事業概要
（全体計画）

立地企業との関係性の構築、課題の共有、公的支援機関との連携による支援、専門家派遣による課題解決に向けた支援等
生駒商工会議所と連携し、学研生駒工業会等の製造業者を支援

事業の対象市内のものづくり関連事業者

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 ものづくり操業環境支援事業

行政改革大綱 （1）（2）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

Ａ

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

生駒商工会議所においても人材が不足している状況にあり、今後は人材の補強や生産性の向上が必要

今後の取組方針 現状維持

判断理由

事業者の「変革と挑戦」を促すためEＧ推進補助金事業を引き続き実施する。事業内容に
ついては生駒商工会議所と協議のうえ決定する。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

メールマガジンへの登録を積極的に促し、市施策の情報発信に努めた。

総合評価

評価した根拠・理由

生駒商工会議所への補助金を通じて積極的な事業者訪問や交流会を実施したが、事業者の変革意
識醸成のためには更なる取組が必要である。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
メールマガジンによる積極的な情報発信や異業種が集まるビジネス交流会の実施等により、事業者の変革と挑
戦を促した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

交流会への参加やシステムを活用したアンケート等により、事業者ニーズの把握に努めた。

目標値と実績値の差
分についての理由

ＥＧ推進補助金において、積極的な事業者伴走支援
を行ったため。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
EＧ推進補助金の運営費を交付するにあたり、事業者訪問数や伴走支援数等の数値目標を設定し、積極的に実
施できるよう意識付けを行った。

目標値 30

実績値 78

指標１ 指標２
指標名（単位） 伴走支援事業者数（者）

一般財源 10,072 8,101 7,914 14,000

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

生駒商工会議所によるサポートデスク等による相談対応、事業計画書の作成支援、事業者のグループ化に資
するビジネス交流会や、支援機関（金融機関）を含めた交流会の開催等を補助した（EＧ推進補助金）

市債
その他

財源（千円） 10,072 8,101 7,914 14,000
特定財源

18負担金補助及び交付金 9,525 7,000 7,000 EＧ推進補助金全体で14,000

その他 547 1,101 914

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 10,072 8,101 7,914 14,000

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

事業者伴走支援　（EＧ推進補助金）３，９３０千円
 EＧエコシステム構築施策実施
　　　　　　　　　　　　（EＧ推進補助金）１，７７２千円
　　　　　　（補助対象事業の内訳変更　1,298千円）
商いコーディネーターによる支援（EＧ推進補助金）
（No.4に計上）
事業者訪問（クラウドサービスの活用）　801千円
メールマガジン配信システムの導入　300千円

事業者訪問（２０９者）、事業者伴走支援（７８者）、事業者グ
ループ化支援（5開催）、EＧエコシステム構築施策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（EＧ推進補助金）　7,000千円
商いコーディネーターによる支援（EＧ推進補助金）（No.4に
計上）
事業者訪問（クラウドサービスの活用）（80件）　650千円
メールマガジン配信システムの導入　　　　　　　264千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

生駒商工会議所によるEＧいこま推進に係る取組を補助し、EＧいこまのコンセプトである変革と挑戦に取り組む事業
者の発掘と育成に寄与する。

事業概要
（全体計画）

公的支援機関と連携した経営支援（生駒商工会議所へEＧ推進体制構築に係る事業費補助）
市職員による事業者訪問（クラウドサービスシステムにより訪問結果を活用）を実施する。
メールマガジン配信システムを導入し、補助金制度や市施策の案内等、事業者への情報提供を行う。

事業の対象市内事業者

根拠法令等商工会議所法、生駒市補助金等交付規則 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 EＧいこま推進体制構築事業

行政改革大綱 （1）（2）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R6年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

Ａ

評価

B

評価

B

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

ものづくり企業の魅力発信のため、観光的要素を含む工場見学を受け入れる企業を増やしたいが、情報漏えい・衛生管理、業務
繁忙等の理由から不可とする声が多い。但し、参画を希望する事業者もあり、R7年度以降においてオープンファクトリーを開催
予定。

今後の取組方針 拡大

判断理由

オープンファクトリーの開催等、ものづくりの魅力発信に係る事業は拡大予定。但し、人材確保等の支
援と一体的に行うことからアクションプランシートは他の事業に統合予定

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

事業者ヒアリングの内容についてｗｅｂにまとめ、承認を得た部分は次年度以降、市民に公開予定。

総合評価

評価した根拠・理由

ものづくりコーディネーター支援事業については、予定通りの成果を得た。また、EＧ推進補助金による事業者
支援については、事業者ニーズを考慮しながらセミナーや講習会を実施した。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

ものづくり関連事業者の操業環境確保に向け、目標値以上の事業者訪問による情報収集を行った。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
上記事業者訪問によるヒアリングを行ったほか、民間専門家の派遣による課題解決や、事業者同士の交流の機会づく
りを実施した。

目標値と実績値の差
分についての理由

ものづくりの専門家派遣事業開始にあたり、特に積極的に
訪問し、事前調査等の情報収集を行ったため

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
ものづくりコーディネーター支援事業については、次回訪問時の論点を予め事業者にメールで共有したり、近隣エリア
を同日で効率的に訪問する等、限られた期間内に効果を挙げられるための工夫を行った。

目標値 60

実績値 80

指標１ 指標２
指標名（単位） 事業者訪問による情報収集（No1と同じ）

一般財源 2,954

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

展示会出展による製造業のPR支援や、IKＯMＡSＴＡR認定企業の積極的なPRを行った。

市債
その他

財源（千円） 0 0 0 2,954
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料 2,954
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 0 0 2,954

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

ものづくりコーディネーターによる支援事業（No.1に
計上）
企業訪問による情報収集 （No.1に計上）
展示会出展による製品PR支援（No.5に計上）
労働局との連携による企業説明会・面接会の開催
（No.13に計上）
学研生駒工業会支援事業（プロモーションに係る勉強
会等実施）（⇒EＧ推進補助金）（No.1に計上）

ものづくりコーディネーターによる支援事業（No.1に計上）
企業訪問による情報収集 （No.1に計上）
展示会出展による製品PR支援（No.5に計上）
労働局との連携による企業説明 会・面接会の開催
（No.13に計上）
学研生駒工業会支援事業（プロモーションに係る勉強会等実施⇒
EＧ推進補助金）（No.1に計上）
公募型プロポーザルによる普通財産及びベルステージの借受者並
びに観光案内業務の受託者選定

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

ものづくり関連事業者のイメージ向上による雇用支援及び観光資源化の促進

事業概要
（全体計画）

伝統工芸品産業や製造業の集積を活かした生産現場における体験の機会、ものづくりの思いに触れる機会を内外に
向けて創出する。

事業の対象ものづくり関連事業者 観光客

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課観光振興室

事業名 ものづくり魅力発信事業

行政改革大綱 （1）（2）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】



１　基本情報

No. 4

継続 款 5 項 2 目 2

9

年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

C

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

商いコーディネーターや催物において、参画する事業者が少なかったため、より事業者の関心を集めるよう
な企画や周知が必要。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

EＧ推進補助金による商業者支援に加え、商業エリア補助金などを組み合わせ市内商業の
活性化を図る。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

市内事業者のデジタル化に向けた支援を一部実施した。

総合評価

評価した根拠・理由

EＧ推進補助金を通じて事業者の課題解決や販路拡大に一定程度寄与したが、今後も事業者の
ニーズに合った事業内容を検討する必要がある。商業エリア補助金についてはNo.5参照

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

伴走支援と催物の開催により、商業者のサポートや販売機会の創出に寄与した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

商いコーディネーター事業を通じて民間の専門家が商業者を伴走支援し、適切な助言を行った。

目標値と実績値の差
分についての理由

ＥＧ推進補助金において、積極的な事業者訪問を行っ
たため。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

EＧ推進補助金においては補助上限額を達成率ごとに設定し、成果に応じた補助額になるよう意識した。

目標値 100

実績値 209

指標１ 指標２
指標名（単位） 事業者訪問数（者）

一般財源 4,481 5,500 4,013

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

商いコーディネータによる商業者支援（15者）や、電車マルシェ等の催物開催（6開催）による市内事業者の
販売機会の創出を補助した。（EＧ推進補助金）

市債
その他

財源（千円） 4,481 5,500 4,013 0
特定財源

18負担金補助及び交付金 4,481 5,500 4,013 EＧ推進補助金全体で14,000

その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 4,481 5,500 4,013 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

事業者訪問、飲食物販イベント連動開催、商いコー
ディネーターによる支援、商業者グループ化支援
　　　　　　　　　　（EＧ推進補助金）７,２０６千円
　　　（補助対象事業の内訳変更　-1,706千円）

イコマド運営による取組
市内需要喚起事業（No.14に計上）
イコマド指定管理業務（No.8に計上）

市内事業者の販売機会を創出する飲食物販の催物開催（６開
催）
　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＧ推進補助金）　2,213千円
商いコーディネータ―による支援（15者）
　　　　　　　　　　　　　　　　（ＥＧ推進補助金）　1,800千円
本事業に資する直接的なイコマド運営による取組なし
市内需要喚起事業（No.14に計上）

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

駅前、まちなかに魅力ある店舗が増加、消費の受け皿となる個店が増え、市民の市内消費が増加

事業概要
（全体計画）

積極的な商いと魅力ある店舗の創出・発信を目的として、小規模・既存店舗への支援、新規開業の促進、市内需要の
喚起、及び有志の商業活動グループへの支援を行う。

事業の対象市内事業者（主に商業者） －

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 商業活性化支援事業

行政改革大綱 （1）（2）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】



１　基本情報

No. 5

継続 款 5 項 2 目 2
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年度） Ｈ24年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

C

評価

B

評価

Ａ

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

申請が少なかったものについては、対象を見直すなどの対策を講じる必要がある。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

サテライトオフィス補助金については対象者を増やすため要件を緩和しオフィス補助金とする。また、
住宅エリア補助金を廃止し、今年度申請が多かった商業エリア補助金の枠を拡大する。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

サテライトオフィス補助金の周知については、オンライン説明会やSNSを活用した広告、分析を行った。

総合評価

評価した根拠・理由

申請件数にはバラツキがあったが、多様な補助メニューを用意し、製造業だけでないさまざまな業種の立地
ニーズに対応できた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

実績に繋がったが、目標件数を下回った。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

多様な業種からの問い合わせに対し、今後の制度設計に向け積極的にニーズを聴取した。

目標値と実績値の差
分についての理由

引き続き新たに立地できる産業用地が限られている
サテライトオフィス補助金は、コロナ終息後の出社回帰等により
需要が減り、また、住宅エリア補助金についてもニーズが低かっ
たためR7年度は商業エリア補助金を拡充予定

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

住宅エリア補助金と商業エリア補助金は、チラシを裏表で作成し、担当係を越えて一体的な周知を行った。

目標値 30（製造業） 12（多様な業種）

実績値 28 9

指標１ 指標２
指標名（単位） 補助金による企業立地累計件数 補助金による企業立地累計件数

一般財源 19,273 119,978 97,591 111,630

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

企業立地補助金の交付実績8件、商業エリア補助金活用による出店実績5件。にぎわいの創出と産業の振興
に寄与した。

市債
その他

財源（千円） 19,273 119,978 97,591 111,630
特定財源

18負担金補助及び交付金 18,183 118,056 96,454 110,080
その他 331 682 362 613

12委託料 759 1,240 775 937
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 19,273 119,978 97,591 111,630

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績
認定企業への補助　（8件）　108,361千円
展示会出展による誘致PR　1,877千円
立地を検討する企業の個別相談による情報提供
生駒市サテライトオフィス等開設支援事業補助金（2件）
2,640千円
住宅エリア開業支援補助金（2件）　2,300千円
商業エリア新規出店チャレンジ応援補助金（3件）　4,800千
円
商業エリア・住宅エリアへの企業誘致・開業促進のため条例変
更検討（Ｒ７より変更予定）

認定企業への補助（8件）　88,164千円
展示会出展による誘致PR
　負担金2件1,195千円＋パンフレット印刷198千円＋旅費等164千円＝1,557千円
立地を検討する企業の個別相談による情報提供
生駒市サテライトオフィス等開設支援事業補助金0円＋補助額周知業務委託料475千円
住宅エリア開業支援補助金0円＋チラシ作成配布委託料300千円（35,000枚）
商業エリア新規出店チャレンジ応援補助金（５件）　7,095千円
商業エリア・住宅エリアへの企業誘致・開業促進のため条例変更検討の結果、R7時点で条例
の変更までは必要なしと判断し、商業エリア補助金、サテライトオフィス等開設支援補助金要綱
の変更にて対応予定

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

新たな雇用の創出や消費活動の促進等

事業概要
（全体計画）

進出希望企業への業種及び地域にとらわれない優遇措置を行うとともに、奈良県・関西文化学研都市推進機構、同機
構に加盟する自治体等と連携し、新たな企業の誘致に取り組む。

事業の対象本市に立地を検討する企業等

根拠法令等生駒市企業立地促進条例 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 企業誘致促進事業

行政改革大綱 （1）（2）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） Ｈ30年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 立地企業の事業継続支援事業

行政改革大綱 （1）（2）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

学研生駒工業会支援事業（階層別研修・雇用・定着に
資する取り組み等））（⇒EＧ推進補助金）（No.1に計上）
企業訪問による情報収集（No.1に計上）
展示会出展による誘致PR（パンフレット作成含む）
（No.5に計上）
労働局との連携による各種補助金案内と申請支援
先端設備導入に関する認定

学研生駒工業会支援事業（階層別研修・雇用・定着に資する
取り組み等））（⇒EＧ推進補助金）（No.1に計上）
企業訪問による情報収集（No.1に計上）
展示会出展による誘致PR（No.5に計上）
労働局との連携による各種補助金案内と申請支援（１８名）
先端設備導入に関する認定（８件）

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

立地企業の事業継続・発展に伴う雇用拡大、産業機能の集積

事業概要
（全体計画）

立地企業が生駒市に根を下ろし事業継続できるよう、資金調達に係る支援のほか、生駒商工会議所と連携した支援
や定期的な企業訪問等により対話の機会を設けるなど、フォローアップに注力する。

事業の対象本市に立地している企業 －

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 0 0 0
12委託料
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他
財源（千円） 0 0 0 0
特定財源
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） 事業者訪問による情報収集（No1と同じ）

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

労働局と連携した助成金説明会を2回開催し、18名の参加があった。また、先端設備導入に関して8件の認
定を行い、立地企業の設備投資による労働生産性の向上及び事業継続につながった。

目標値と実績値の差
分についての理由

ものづくりの専門家派遣事業開始にあたり、特に積極的に
訪問し、事前調査等の情報収集を行ったため

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

費用をかけることなく、立地企業の労働生産性の向上や資金調達に寄与できた。

目標値 60

実績値 80

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
助成金説明会の開催時期やテーマ設定について、過去に実施したアンケート調査や、賃上げの時期等を考慮し、助成金
の活用がより見込めるものとなるよう、労働局と協議し実施した。

総合評価

評価した根拠・理由

先端設備を導入する取り組みに対して、税制優遇や金融支援を行うことで、労働生産性の向上や賃上げ促進に繋が
り、立地企業の事業継続に寄与できた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

今後の参考資料になるよう、満足度や実施してほしい説明会等のアンケート調査を実施した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
助成金説明会の開催にあたっては、日常の事業者訪問でニーズを聞き取るとともに、生駒市商工観光ビジョンの改定
時に実施したアンケート調査結果を踏まえ、事業者のニーズに沿った内容となるよう努めた。

事業実施上の課題
・残された課題

原材料の価格高騰や物価高、人手不足等の影響を受け、厳しい経営状況にある立地企業に対し、引き続き資
金調達や労働生産性の向上に向けた支援を行う必要がある。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

引き続き労働局との連携による助成金説明会を定期的に開催するほか、先端設備導入計
画の認定による労働生産性の向上及び事業継続を支援する。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R６年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

C

評価

B

評価

C

評価

C

事業実施上の課題
・残された課題

起業という選択肢があることや多様な働き方があることを知る機会に、起業等にあまり興味関心がない市
民をどのように参加していただくか、そのきっかけづくりが課題となる。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

起業にあまり興味関心がない市民の起業意欲を醸成させる取組を行うことで、多様な働
き方を行い得る市民の裾野が広がるため、継続して事業を行う。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
市民の利便性向上や業務効率化のため、参加申し込みに際して、ホームページを活用している他、イコマドの取組では
今後のセミナー企画内容に活用するため参加者アンケートを実施した。

総合評価

評価した根拠・理由

イコマドでコストを抑えながら試行的にニーズ等を把握するため、起業意欲醸成に資する取組を行
うことができた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

イコマドの取組では10代から60代の年齢層の参加者が参加し、働き方の選択肢を幅広く伝えることができた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
イコマドの指定管理者が中小企業庁の起業家教育支援プログラムを活用して取組を行っており、多様な主体との協創
として一定の評価をしている。

目標値と実績値の差
分についての理由

起業意欲醸成に資するセミナーへのニーズ等を把握
するため試行的に実施したため

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

イコマドの取組は独立採算で施設を運営する指定管理者によるものであり、一定の費用対効果があった。

目標値 4

実績値 2

指標１ 指標２
指標名（単位） イコマドでの実施事業回数（回）

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

イコマド指定管理者による起業意欲醸成セミナーや市の多様な働き方推進事業を通じて、働き方に選択肢が
あることをこどもから大人までに伝え、「多様な働き方が広がるまち」に寄与した。

市債
その他

財源（千円） 0 0 0 0
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 0 0 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

職員による出前授業
イコマド運営による取組
教育委員会とカリキュラム等の協議
イコマド指定管理業務（No.8に計上）

イコマド運営による取組「社会を変える力がある起業という選
択肢」セミナー、「しごと博」イベント実施
多様な働き方推進事業（NＯ.12に計上）

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

こどもや大人までが起業を身近に感じ、就職だけでなく、起業という選択肢があることや多様な働き方があることを
知ることで、物事を自分事として捉え行動する力を高めることができる。

事業概要
（全体計画）

市民の起業意欲醸成と教育を目的としたアントレプレナーシップ教育を行う。

事業の対象市民 ー

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 起業意欲醸成事業

行政改革大綱 (1)、(2)

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R５年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

B

評価

B

評価

B

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

IKＯMＡ ＬＯCＡＬ BＵSINESS ＨＵBに参加後の動向調査やこれまで行ってきたイコマドによる支援に加
え、卒業生に対する更なるフォローアップ支援が必要である。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

令和５年度にいこま経営塾、営業塾等の取組をIKＯMＡ ＬＯCＡＬ BＵSINESS ＨＵBに統
合し、２年続けて多くの参加者が集まっているため継続して事業を行う。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
紙媒体だけでなく、SNS等のデジタルツールを活用し、広告バナーのクリック率などを根拠に事業周知を行い、参加者
獲得に繋げた。

総合評価

評価した根拠・理由

起業支援及び経営支援のノウハウを持つ副業・複業人材を取り込み、市民が市民を支援する市内エ
コシステムの形成に寄与することができているため。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

多様な働き方を広げることを目的に、起業という働き方へのハードルを下げるため支援を行うことができた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
受注者がこれまで培ってきた事業者支援のノウハウを取り込み、創業等を予定する市民を複業等に取り組む市民が支
援する市内ネットワークの構築に取り組むことができた。

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
仕様書記載の募集人数を上回る参加者に対し、ペア形式での講座形式を取り入れる等の工夫を行い丁寧な創業支援
を行うことができたため、一定の費用対効果が得られた。

目標値 5

実績値 5

指標１ 指標２
指標名（単位） 創業者数（人）

一般財源 9,515 12,155 12,045 13,200

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

令和5年度に引き続き、100名を超える参加者を集め、創業、第２創業予定者や既存事業者など起業家ごと
の成長ステージに応じた支援を行い、「多様な働き方が広がるまち」の実現に寄与した。

市債
その他

財源（千円） 12,155 12,155 12,045 13,200
特定財源 2,640

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料 12,155 12,155 12,045 13,200
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 12,155 12,155 12,045 13,200

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

IKＯMＡ ＬＯCＡＬ BＵSINESS ＨＵB 12,155千円
イコマド指定管理業務（債務負担行為）

IKＯMＡ ＬＯCＡＬ BＵSINESS ＨＵB 12,045千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

起業家ごとの成長ステージに応じた包括的な支援を行うことで、起業意欲の醸成と、始めやすく、かつビジネスの継
続を可能にし、地域で起業しやすい環境が作られる。

事業概要
（全体計画）

地域で起業しやすい環境づくりのため、事業の構想、ビジネスアイデアの段階から、事業計画、起業準備、起業後の交
流・マッチングの場までの起業家ごとの成長ステージに応じた支援を行う。

事業の対象市内で起業しようとする者、市内既存事業者 ー

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 起業家・第２創業創出・育成支援事業

行政改革大綱 (1)、(2)

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R５年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

C

評価

C

評価

C

評価

C

事業実施上の課題
・残された課題

地域起業家を応援するメリットは何かなど、市民に具体的な内容を提示して理解を促していく必要がある。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

他事業と合わせて、市民が地域の起業家を理解し、応援していくための施策を継続的に行
う必要があるため。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
市民の利便性向上や業務効率化のため、イベント参加申し込みに際して、ホームページを活用している他、今後のイベ
ント企画内容に活用するため来場者分析を実施した。

総合評価

評価した根拠・理由

多くの来場者を集め、施策目標に寄与する取組を行うことができたため、一定の成果を得られたと
考えている。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
イコマドの取組では185名の方が来場された。大型商業施設で実施し、日常的な空間で多様な客層に、事業や商品が
生まれるストーリーを紹介し、起業を応援できるきっかけを提供した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
指定管理者が大型商業施設と共催で行ったため、ハードルを下げて、日常生活の中で起業に触れ合える空間を協創で
きた。

目標値と実績値の差
分についての理由

イコマド内で実施するセミナーと比較して規模感の大
きなイベントを実施したため

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

イコマドの取組は独立採算で施設を運営する指定管理者によるものであり、一定の費用対効果があった。

目標値 4

実績値 1

指標１ 指標２
指標名（単位） イコマドでの実施事業回数（回）

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

出店者の起業のきっかけや商品にまつわるストーリーなどを紹介することで、起業者に親しみを感じるイベ
ント「しごと博」を実施するなど、地域の起業を応援できる環境づくりに寄与した。

市債
その他

財源（千円） 0 0 0 0
特定財源

18負担金補助及び交付金

その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 0 0 0

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

イコマド運営による取組
イコマド指定管理業務（No.8に計上）

イコマド運営による取組「しごと博」イベント実施
多様な働き方推進事業（NＯ.12に計上）

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

市外支出を減らし、地域経済循環率を高めていくために必要となる、消費者の行動変容に繋がるような市内消費の意
識醸成効果が期待できる。

事業概要
（全体計画）

起業が地域住民の生活の向上や職住近接の就労機会の提供等に貢献していることを伝え、市民や事業者が地域の起業を応援する環境を醸
成する。起業者と商工・観光業以外の業種、経済団体・地域団体、有志のコミュニティ、フリーランスなどの各主体との相互のビジネスを応援
する環境を醸成する。

事業の対象市民 ー

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 地域起業家等理解促進・応援事業

行政改革大綱 (1)、(2)

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R6年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

Ａ

評価

Ａ

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 多様な雇用・就労環境拡大促進事業

行政改革大綱 （1）（2）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

多様な働き方推進事業　1,617千円
企業の課題やニーズに応じた情報の提供（多様な
働き方実践応援セミナー入門編）
市民向け啓発セミナー
生駒市サテライトオフィス等開設支援事業補助金
（No.5に計上）
学研生駒工業会支援事業（多様な働き方啓発） ⇒
EＧ推進補助金（No.1に計上）

多様な働き方推進業務委託費　1,594千円
市民向け啓発セミナー等の実施（２件）
事業者向け啓発セミナー等の実施（２件）
交流会の実施（1件）
啓発セミナー等の宣伝
事業者紹介冊子の作成

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

副業、兼業、ワークシェアリング、短時間労働など多様な働き方の推進による雇用促進や人材定着を支援し、従業員のワークライフ
バランスの充実、市民の職住近接、パラレルキャリアの実現等による就労環境の拡大を目指す。

事業概要
（全体計画）

市内事業者と市民それぞれの課題やニーズに応じた啓発セミナーや交流会の開催、多様な働き方に取り組む事業者
紹介冊子の作成等を実施。

事業の対象市内事業者、生駒市民 －

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 1,617 1,594 0
12委託料 1,617 1,594
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他
財源（千円） 0 1,617 1,594 0
特定財源
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） セミナー実施回数（回）

一般財源 1,617 1,594

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

市内事業者と市民それぞれの課題やニーズに応じた啓発セミナーや交流会を開催し、多様な働き方の事例共有や、自宅近くで働
きたい市民と、市民を雇用したい市内事業者の交流機会を提供できた。また、多様な働き方に取り組む13事業者を取材し、紹介
冊子を作成した。

目標値と実績値の差
分についての理由

交流会に市民向け、事業者向けセミナーを組み込んだため

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
業務を委託するにあたり見積書を十分精査し、他のイベントと合同で開催し集客を図るなど、費用対効果の高い事業
実施を心掛けた。

目標値 2

実績値 4

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
令和5年度に改定した生駒市商工観光ビジョンのデータに基づき、市内事業者と市民の特徴に応じたセミナー等を企
画、開催した。また、事業者紹介冊子を特設ＨPで公開し、より多くの市民等に見てもらえるよう工夫した。

総合評価

評価した根拠・理由

各セミナーや交流会等に約100名の市民・事業者の参加があり、多様な働き方の啓発、推進につな
がった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
セミナーによる啓発にとどまることなく、市民と市内事業者が出会える場の提供や、事業者紹介冊子によるPRを実施
し、雇用促進や人材定着につながるよう努めた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

各セミナー等での参加者アンケートに加え、市内事業者に対し多様な働き方に関する実態調査を実施した。

事業実施上の課題
・残された課題

製造業、運送業、医療・福祉の事業者など、人材確保に特に苦慮している一方で、多様な働き方の導入が困難な業種があ
る。市民が市内事業者について知る機会が少なく、更なるPRや、市民と市内事業者との交流の場の提供が必要である。

今後の取組方針 拡大

判断理由
令和7年度実施予定の人材確保等総合支援事業（48,151千円）において、引き続き多様な働き方を市内
事業者及び市民に啓発、推進することで、市内事業者の雇用促進や人材定着、市民の職住近接の働き方を
支援し、市内事業者の操業環境の確保や市民の就労環境の拡大、地域経済循環の促進を図る。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） Ｈ28年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

B

評価

C

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課商工観光課 関 係 課

事業名 市内事業者人材確保・育成事業

行政改革大綱 （1）（2）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績
労働局との連携による合同企業面接会・個別相談会等を課題や
ニーズに即した形できめ細かく分類し、実施
チラシ印刷（60円×500枚×4回×1.1）　132千円
会議所ニュース折込広告代（20千円×2回×1.1）　44千円

人材確保等総合支援事業【R6補正（繰越）】
市内中小事業者等の人材確保及び生産性向上に向けた取り組
みを総合的に支援
補助金　20,000千円　　  業務委託費　27,951千円
旅費　100千円　　　　　　   需用費　100千円

労働局との連携による合同企業面接会・個別相談会等を課題やニーズに
即した形できめ細かく分類し、実施
チラシ等の印刷（162円×500枚=89,100円、1８０円×２00部=３9,
６00円、500部３，４９８円、5,000部12,396円）　145千円

人材確保等総合支援事業【R6補正（繰越）】
市内中小事業者等の人材確保及び生産性向上に向けた取り組みを総合的
に支援
補助金　20,000千円　　  業務委託費　27,951千円
旅費　100千円　　　　　　   需用費　100千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

合同企業面接会や助成金説明会等の開催により、市内事業者の雇用確保と人材定着を支援し、市内就業者の増加及
び市内事業者の事業継続と発展を目指す。

事業概要
（全体計画）

労働局と連携し、課題やニーズに即した形で合同企業面接会や助成金説明会等を開催するほか、市内雇用の促進に
向け市民に事業者の魅力を伝える機会を設けるなど就業希望者とのマッチングを促進。

事業の対象市内事業者、生駒市民 －

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 36 48,327 145 234
12委託料 27,951
14工事請負費
18負担金補助及び交付金 20,000
その他 36 376 145 234

財源（千円） 36 48,327 145 234
特定財源 33,843
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） 面接会・説明会実施回数（回）

一般財源 36 14,484 145 234

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

マザーズ就職応援セミナー：1回開催、参加者10名　/　合同企業面接会・説明会：3回開催、参加者85名、採用者数6名
助成金説明会：2回開催、参加者18名　/　新卒向け就業関係セミナー：1回開催、参加者21名

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
チラシ等の印刷にあたっては部数を十分精査するとともに、見積比較を十分に行い、費用対効果の高い事業実施を心
掛けた。

目標値 10

実績値 10

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

ハローワークが実施する統計調査をもとに、市内の求人求職状況を把握し、合同企業面接会等を企画、開催した。

総合評価

評価した根拠・理由

各イベントに約200名の市民・事業者の参加があり、また6名が採用となったことから、市内事業者
の雇用確保及び市内就業者の増加に寄与した。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
合同企業面接会等の開催時期やテーマ設定について、より市民の参加が見込め、かつ特に人材不足に苦慮している事
業者の雇用確保につながるものとなるよう、労働局やハローワークと協議を重ね、実施した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

各イベントでの参加者アンケートに加え、日常の事業者訪問での情報収集により、ニーズの把握に努めた。

事業実施上の課題
・残された課題

以前より面接会等の集客が課題であったことから、令和6年度は初めて合同企業説明会を実施したところ、
51名の参加があった。来年度以降も継続して説明会を実施し、集客につなげたい。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

引き続き労働局との連携による合同企業面接会や助成金説明会等を定期的に開催するほか、事業者
紹介冊子等によるPR活動も積極的に行い、市内事業者の雇用確保と人材定着を支援する。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】



１　基本情報

No. 14

継続 款 5 項 2 目 2

9

年度） 年度～継続） R5 年度～ R9 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

Ａ

評価

B

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課観光振興室 関 係 課

事業名 市民による観光魅力創出事業

行政改革大綱 （1）（2）

根拠法令等生駒市自治基本条例 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

高山振興ワークショップ
事業委託費　7,700千円

高山振興ワークショップ
事業委託費　7,689千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

高山地域の歴史・文化・自然といった地域資源を活用し、市内外の多様な主体が協働して催事を企画・実施することで、地域の魅力を高め、
交流人口の増加と地域活性化を図ることを目的とする。あわせて、共創のプロセスを通じた地域内のつながりの強化や、次年度以降の自走
的な取り組みの芽を育むことも狙いとする。

事業概要
（全体計画）

地域内外から参加者を募集し、高山町の資源を活かした催事を共創するためのワークショップを複数回実施する。その中で参加事業者によ
る出店内容や演出を企画・準備し、最終的に「ま ぜま ぜふぇす」として高山竹林園にて催事を開催。あわせてWｅｂサイトやSNS、広報誌
などを活用して事前告知や来訪促進を図る。

事業の対象高山地域の住民および、地域資源や地域づくりに関心を持つ団体・個人 ー

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 7,700 7,689 6,239
12委託料 7,700 7,689 6,239
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他
財源（千円） 0 7,700 7,689 6,239
特定財源 7,700 7,689 6,239
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） ワークショップ実施事業者数（団体） ー

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

高山地域の伝統産業や自然環境などの地域資源を活用し、市内外の多様な主体が協働して催事を実施することで、地域の魅力
を広く発信できた。特に、ワークショップを通じた共創プロセスにより、地域内の連携強化や新たな交流が生まれ、次年度以降の
継続的な取り組みの芽も育まれるなど、地域活性化に向けた好循環のきっかけとなった。

目標値と実績値の差
分についての理由

広報効果やワークショップを通じた共創の魅力が広く伝わり、ま
た予想以上に高山地区への関心が高く、事業のコンセプトを理
解してもらうことができたため

ー

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
外部委託を通じて専門的支援を受けながらも、参加者の自発的な協力やSNSを活用した無償PR活動により、コスト
を抑えつつ広範な告知と来訪者誘導を実現した。

目標値 5 ー

実績値 20 ー

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
WｅｂサイトやIｎｓｔａｇrａｍ、Ｆorｍｓなどのデジタルツールを活用し、参加者・出店者の募集から情報発信、来訪者管
理、アンケート調査まで一貫したデータ収集と分析を行った。

総合評価

評価した根拠・理由

高山町の地域資源を活用したイベントを、多様なステークホルダーと協力しながら円滑に実施し、地域振興と認知向上
に向けた一定の成果が得られた。また、デジタル活用や主体間協働の好事例ともなった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
地域住民と市内外の参加者が共創するイベントを通じ、高山地域の魅力や文化資源の発信を実現し、地域振興という
目的に着実に寄与した。ネットワーク形成により、次年度以降の自走化のきっかけも創出された。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
地域住民、事業者、市外のクリエイターなど多様な主体と連携し、ワークショップを通じた催事づくりを実現。共創型の
取り組みは、主体間の対話と協力を促し、高山地域の持続的な魅力発信基盤の強化にもつながった。

事業実施上の課題
・残された課題

初めての開催であったことから、参加事業者間の認識や企画内容に差が見られ、企画段階での調整・伴走支援に多くの工数を要
した。また、出店希望者に対する周知期間が短く、応募までのリードタイムが十分でなかった点は今後の改善が必要である。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

令和6年度の実施により一定の成果は得られたが、今後は、ワークショップの設計見直しや参加者サポート
の強化を行うことで、より質の高い共創と持続可能な事業運営を目指す。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R6 年度～ R9 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

Ａ

評価

B

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課観光振興室 関 係 課

事業名 観光誘客・事業者活性化支援事業

行政改革大綱 （1）（2）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

　観光協会と共同で観光セミナー・ワークショップを
開催　100千円
　おちやせん・ベルステージの運営見直し
　観光協会への補助金（１件）　2,700千円
　観光案内業務（債務負担行為）

　公募型プロポーザルによる普通財産及びベルステージの借
受者並びに観光案内業務の受託者選定
　観光協会への補助金（１件）　2,700千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

本市の観光資源である生駒山を中心とした地域の魅力を広域的に再発信し、交流人口の増加と地域事業者の活性化を図ることを目的とす
る。また、観光協会や周辺自治体と連携しながら情報発信力を高めることで、継続的な誘客と地域ブランド力の向上につなげることをめざ
す。

事業概要
（全体計画）

生駒山を核とした観光資源の魅力向上と情報発信の強化を図るため、広域連携による観光コンテンツの磨き上げや媒体を活用した誘客施
策を展開する。生駒山ブランド推進協議会を通じて、関連団体と連携した企画や広報展開を行うほか、市観光協会の発信力向上に向けた支
援も実施し、継続的な来訪促進と地域事業者の活性化をめざす。

事業の対象生駒市への来訪者、地域観光に関わる事業者および関係団体 ー

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 2,800 2,700 5,654
12委託料 2,954
14工事請負費
18負担金補助及び交付金 2,700 2,700 2,700
その他 100

財源（千円） 0 2,800 2,700 5,654
特定財源
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） セミナー参加人数（人） ー

一般財源 2,800 2,700 5,654

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

生駒山ブランド推進協議会での山頂プレート・フォトスポット設置、観光協会SNS立ち上げ支援など、セミ
ナーの開催以外の手法で来訪促進に向けた基盤整備に注力した。

目標値と実績値の差
分についての理由

生駒山ブランド推進協議会との連携による情報発信や、生駒山
山頂プレート・フォトスポットの設置、観光協会SNS立ち上げ支
援など、来訪促進に向けた基盤整備に注力した

ー

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
SNSや広報誌、マスコミなど既存メディアを活用した情報発信を行うことで、コストを抑えつつ高いPR効果を実現し
た

目標値 30 ー

実績値 ー ー

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
観光協会のSNS立ち上げ支援を実施したことで、今後の情報発信や来訪者ニーズ把握に向けたデータ収集の基盤づ
くりが進んだ。

総合評価

評価した根拠・理由

本事業を通じて観光誘客の新たな拠点整備に向けた準備が整うとともに、生駒山ブランドの再構築・魅力発信に向け
た複数の施策が展開された。次年度以降の実施フェーズへの円滑な移行につながる基礎を築いた。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
生駒山を中心とした観光資源を再構築・発信することにより、交流人口増加と地域経済活性化という目的達成に寄与
した。山頂プレート・フォトスポットの設置などにより来訪者の回遊性を高める取り組みも具体化された。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
「生駒山ブランド推進協議会」を通じて、官民連携による魅力発信や新たな仕掛けづくりが行われた。多様な主体の強
みを活かした施策展開が実現された。

事業実施上の課題
・残された課題

おちやせん・ベルステージの運営見直しはプロポーザルを通じて新たな方向性を定めたが、運営開始は次年度以降のため、実際
の効果検証は今後の課題である。また、生駒山ブランド推進協議会による広域連携は一定の成果があったが、継続的な発信や民
間連携の強化にはさらなる工夫が求められる。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

新たな観光拠点の運営開始を控えており、実施後の効果検証や体制見直しが求められる。併せて、SNS等
による発信強化や広域連携を進め、観光資源の磨き上げと誘客促進を図る。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R5 年度～ R6 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

Ａ

評価

B

評価

B

評価

C

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課観光振興室 関 係 課

事業名 地域交通連携観光活性化事業

行政改革大綱 （1）（2）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

観光資源を活用した乗車促進策として、奈良交通に対し
「KINＴEＴSＵ RＡIＬ PＡSS」への市内バス路線追加を提案。

路線の認知向上を目的に、観光客にも分かりやすいバス路線
名への変更を提案。

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

高山茶筌をはじめとする地域資源と公共交通を結びつけ、観光をきっかけとしたバス路線の利用促進を図ることで、観光振興と地域交通の
維持・活性化の両立をめざす。観光動線の創出により交流人口の拡大を図り、あわせて持続可能な地域交通の実現に寄与することを目的と
する。

事業概要
（全体計画）

高山茶筌の生産地である高山町と鉄道駅を結ぶ富雄庄田線を対象に、観光をきっかけとした乗車促進を図るため、バス事業者への提案・協
議を行う。具体的には、インバウンド向けフリー切符への対象路線の追加や、観光客にも分かりやすい路線名への変更など、観光誘客と公共
交通の維持を両立する方策を検討・提案する。

事業の対象地域公共交通の利用促進に関わる関係団体・交通事業者

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 7,670 0 0 0
12委託料 7,660
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他 10
財源（千円） 0 0 0 0
特定財源
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） ー ー

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

予算措置がない中でも、地域資源である高山茶筌と公共交通を結びつける視点から、バス事業者に対し観光誘客による路線活
性化の提案を行うなど、関係機関との協議を継続的に実施した。具体的な制度化には至らなかったものの、観光を起点とした公
共交通利用促進の方向性を共有し、今後の実現に向けた土台を築くことができた。

目標値と実績値の差
分についての理由

ー ー

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
当該年度に予算がつかなかった中でも、既存の人的・情報資源を活用し、実質的なコストをかけずに提案や働きかけを
実施。実行可能な範囲で最大限の効果を追求する姿勢が見られた。

目標値 ー ー

実績値 ー ー

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
主に提案・働きかけを中心とした取組であったため、デジタルツールやデータを活用した本格的な分析・施策展開まで
は至らなかった。今後は路線利用状況や観光動向のデータ活用による提案の説得力向上が課題となる。

総合評価

評価した根拠・理由

実現には至らなかったものの、地域資源と交通を結びつける視点から、今後に向けた観光活用と公共交通維持の両立
に向けた礎となる活動が行われた。引き続き継続的な対話・提案が期待される。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
高山茶筌という地域資源を活かした観光促進と、廃線危機にある生活路線の利用促進を重ね合わせるという観点で、
施策目標に即した取組が行われた。実現には至らなかったものの、目的に沿った提案と関係構築を進めた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
奈良交通などの民間交通事業者に対し、具体的な観光提案を行うなど、事業者間の連携に取り組んだ。現段階では連
携の成果には至っていないが、今後の連携の基礎となる協議・関係性づくりが進められた。

事業実施上の課題
・残された課題

バス事業者への提案や調整は一定進んだが、観光誘客と公共交通の維持を両立する具体的な仕組みには至らなかった。また、乗
車促進につながる情報発信や利用者ニーズの把握など、交通と観光を結びつける施策としての実効性を高めるためには、より多
角的な視点や継続的な協議が必要である。

今後の取組方針 廃止

判断理由

今年度と同様に費用をかけずに関係機関との連携や提案活動を継続することで、地域資源と交通を結びつ
ける取組は今後も推進可能であると判断した。状況の変化に応じて柔軟に対応していく。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R5 年度～ R7 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

B

評価

Ａ

評価

B

評価

B

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課観光振興室 関 係 課

事業名 外国人向け観光誘客事業

行政改革大綱 （1）（2）

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

茶筌ブランディング事業　4,000千円
万博負担金　2,640千円

茶筌ブランディング事業　3,950千円+謝礼10千円
万博負担金　2,400千円

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

本市の伝統工芸である高山茶筌を軸に、訪日外国人向けの体験や商品開発を通じて新たな観光需要を創出し、地域資源のブランド価値向
上と地域経済の活性化を図ることを目的とする。あわせて、大阪・関西万博など国際的な機会を活用し、持続可能な誘客・販路拡大の基盤
づくりを進める。

事業概要
（全体計画）

茶筌の製作体験や抹茶の飲み比べなどを取り入れた訪日外国人向けの体験型観光プログラムを構築し、テストツアーとして実施。あわせ
て、中川政七商店との連携による商品開発やPR素材の多言語展開、他自治体との広域連携による万博出展準備など、体験・商品・発信の各
面からブランド構築を図った。

事業の対象訪日外国人観光客、観光関連事業者、連携自治体や民間団体

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 3,690 6,640 6,360 7,556
12委託料 3,690 4,000 3,950 4,000
14工事請負費
18負担金補助及び交付金 2,640 2,400 3,556
その他 10

財源（千円） 3,690 6,640 6,360 7,556
特定財源 4,000
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） 発信数（回・箇所）

一般財源 3,690 6,640 6,360 3,556

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

茶筌を活用した訪日外国人向け観光商品を試行し、体験型観光と地域資源の魅力発信を両立。今後の万博出展や広域連携によ
る展開に向けた足がかりを築き、誘客と地域振興の実現に貢献した。

目標値と実績値の差
分についての理由

外務省SNS、関西国際空港、ＡＺＬM ＴＯBＵ池袋、奈良まほろ
ば館（東京都中央区）、秋葉原屋外ビジョン、ＪR奈良駅、奈良
パークホテル、奈良公園バスターミナル、奈良蔦屋書店

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
委託契約により効率的に実施体制を整備し、予算内で企画からテスト運用、プロモーション素材の制作までを一貫して
実施。今後の万博出展や商品化展開に向けた土台が整備され、費用対効果の面でも一定の成果が見込まれる。

目標値 5

実績値 9

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由
茶筌ブランディング事業はテストツアー後に詳細なアンケートを実施し、満足度や価格感に関するデータを定量・定性
の両面から収集・分析した。また、プロモーション素材を3言語で制作し、デジタル媒体での広報展開も見据えた。

総合評価

評価した根拠・理由

高山茶筌という地域独自資源を活かし、持続可能な観光商品開発・広域連携・万博出展準備といった多角的な成果を
得た。今後の商品販売・観光誘客への展開も見込まれ、モデル性の高い取組として評価できる。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
茶筌という地域の伝統工芸を軸に、訪日外国人向けの体験や商品を企画することで、観光誘客と地域資源のブランド
価値向上を同時に達成し、市の観光施策の方向性にも合致した成果となった。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
中川政七商店や地域事業者との連携に加え、狭山市・所沢市・鈴鹿市など他自治体とも協力し、万博に向けた広域連携
の枠組みを構築。現地での意見交換や実証を通じて共創型の観光コンテンツ開発を推進した。

事業実施上の課題
・残された課題

体験プログラムの内容や価格設定、受入体制の整備などについて、引き続き検討が必要であり、観光コンテンツとしての持続性
と収益性を両立させる仕組みづくりが今後の課題である。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

テストツアーや商品開発を通じた基盤が整いつつあり、万博出展を契機にさらなる認知拡大と販路開拓が
期待される。今後は受入体制の強化や継続的な商品展開を図り、誘客と地域産業の活性化をめざす。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） 年度～継続） R6 年度～ R8 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

A

評価

B

評価

C

評価

B

評価

B

事業実施上の課題
・残された課題

市内における宿泊ニーズや立地可能性に関する情報は一定整理されたが、今後は既存宿泊施設との連携強化や、観光と一体と
なったサービス提供体制の構築が課題となる。また、将来的に宿泊事業を担う人材の発掘・育成にも継続的に取り組む必要があ
る。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

宿泊施設の新設を見据えた環境整備に加え、既存施設への伴走支援や観光と連動した運営力の強化、人材
育成など、実現性の高い分野に注力することで、持続可能な宿泊体制の構築をめざす。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

宿泊施設の需要や採算性、他都市との比較などの客観的データを活用し、宿泊誘致の方向性を定量的に分析した。

総合評価

評価した根拠・理由

調査に基づく基礎情報の整備に加え、都内イベントでの誘致活動に着手し、宿泊施設の具体的な展開に向けた動きが
始まった。課題を把握しながらも実行段階への一歩を踏み出した点が評価できる。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
宿泊施設誘致による滞在型観光の促進という目的に対し、調査を通じて市のポテンシャルを可視化し、誘致活動に向
けた準備を進めた。都内イベントでのプレゼン実施により、具体的な誘致行動にも着手した。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由
東京での宿泊誘致イベントではデベロッパー、ホテル事業者、商社等と情報交換を行い、民間の関心喚起と連携の第一
歩を踏み出した。今後は市民や地域関係者との対話の場づくりも課題となる。

目標値と実績値の差
分についての理由

候補地の選定には至らなかったが、生駒駅周辺や市内南部など
エリアごとの立地評価・整理は実施し、今後の検討材料を得た。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由
宿泊施設誘致に向けた投資判断の基礎となる実証的な資料を限られた予算内で整理し、候補地の方向性を示すこと
ができた。また、外部イベントの機会を最大限に活用し、効率的に事業者との接点を創出した。

目標値 2

実績値 －

指標１ 指標２
指標名（単位） 候補地の選定（エリア）

一般財源 6,930 6,902 4,180

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

宿泊施設立地に関する市内のニーズや課題を整理し、生駒駅周辺や市内南部などエリア単位での可能性を評価したことで、誘致
に向けた実態把握と判断材料を得ることができた。さらに、宿泊事業者との情報交換や誘致活動も実施し、今後の展開につなが
る対外的なアプローチの第一歩を踏み出すことができた。

市債
その他

財源（千円） 0 6,930 6,902 6,270
特定財源 2,090

18負担金補助及び交付金

その他 10

12委託料 6,930 6,892 6,270
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 6,930 6,902 6,270

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

▶　宿泊施設立地可能性調査・誘致活動
委託料6,930千円
▶　県との連携

▶　宿泊施設立地可能性調査・誘致活動
委託料6,892千円+謝礼10千円
▶　県との連携

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

市内における宿泊需要や立地の可能性を把握し、宿泊施設の誘致に向けた基礎的な調査・検討を行うことで、滞在型観光の促進や地域経済
の活性化につなげることを目的とする。また、調査結果を活用し、今後の戦略的な誘致活動や民間事業者との連携に向けた土台を構築する
ことをめざす。

事業概要
（全体計画）

市内における宿泊施設の立地適性を検討するため、生駒山周辺や市内南部などのエリアを対象に、宿泊需要やアクセス性、観光資源との関
連性を分析する。あわせて、既存宿泊施設・事業者へのヒアリング、外部イベント等での情報発信・意見交換を行う。

事業の対象宿泊施設に関心のある事業者および将来の宿泊利用者 ー

根拠法令等 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課観光振興室 関 係 課

事業名 宿泊施設検討事業

行政改革大綱 （1）（2）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R4年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

A

評価

A

評価

－

評価

－

評価

B

当初計画

・半農半Ⅹ推進員報酬他　　3,741千円
・謝礼等　　　　　　　　　　　　 2,300千円
・消耗品等                            500千円
・備品購入費等　　　　　　　    300千円
・ＯＢ会運営費　　　　　　　　　100千円

取組実績

・半農半Ⅹ推進員報酬他　　  667千円
・謝礼等　　　　　　　　　　　　 1,210千円
・消耗品等                            343千円
・備品購入費等　　　　　　　       0千円
・ＯＢ会運営費　　　　　　　　　    0千円

令和６年度アクションプラン事業評価シート

関 係 課

事業名

事業区分

担 当 課農林課

産業・雇用就労 戦略的施策 行政改革大綱 (1)、（２）

半農半Ⅹ支援事業

会計区分 予算費目一般会計

事務区分

施策体系

根拠法令等

事業費（千円） 5,890 6,941 2,220 8,927

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込）

事業概要
（全体計画）

決算年度の
主な取組

R７予算

自治事務

事業目的・
事業実施効果

・遊休農地を解消するとともに、新しいライフスタイルである農ある暮らしを実現する。

・非農家を対象としたいこまファーマーズスクールを開講し、平日はそれぞれの仕事をしながら休日は農業を始めたい
人や自作農を育成する。

事業の対象生駒市民他 １５組

事業期間

6,941 2,220 8,927
特定財源 2,222 3,000 1,920 3,000

18負担金補助及び交付金

その他 5,890 6,941 2,220 8,927
財源（千円）

12委託料

市債

指標１ 指標２
指標名（単位）

0 5,6273,578 3,641

総合評価

評価した根拠・理由

　毎回募集をかけると４～５倍ぐらいの応募があり、ニーズは高い。

評価した根拠・理由

　農林水産省の補助金が活用できた。

　活用する場がなかった。

協創する場がなかった。

　今までの卒業生の中から新たに3組４人が就農することができた。

評価した根拠・理由

評価した根拠・理由

評価した根拠・理由
目的思考
（施策目標への寄与）

新規就農者（人）

その他 90 300 300 300
一般財源

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

目標値

4

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

事業実施手法

事業実施上の課題
・残された課題

半農半Ⅹを目指した事業であることから、就農をしようとすれば、農業法人等での研修が必要となる。

今後の取組方針 拡大
まだまだ、応募者が多いので、圃場法上や受講する人数を増やす検討をしたい。

判断理由

目標値と実績値の差
分についての理由

　令和４年度後半及び５年度前半の卒業生が農業法
人等での研修を終えて就農した。

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

「農」のある新しいライフスタイルを実践する人が増え、農地の保全にも寄与した

14工事請負費

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

5,890

1

実績値

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R5年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

C

評価

C

評価

－

評価

C

事業実施上の課題
・残された課題

要望があったことから補助率を上げたが、施工がなかったため、ニーズの再検討が必要である。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

ニーズ等の判断のため、当面は現状維持とする。

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

活用する場がなかった。

総合評価

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

目標値と実績値の差
分についての理由

補助金の対象となる地元施工の工事が少なかったた
め。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

目標値 2

実績値 0

指標１ 指標２
指標名（単位） 補助件数（件）

一般財源 0 8,000 0 400

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

補助割合を拡充することで、農地の保全への寄与を目指した

市債
その他

財源（千円） 0 8,000 400
特定財源

18負担金補助及び交付金 8,000 400
その他

12委託料
14工事請負費

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 8,000 0 400

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・改正後補助率の適用開始
・農業用道路の復旧及び拡幅
（地元施工5,000千円×80％×2件＝8,000千円）

・農業用道路に対する復旧及び拡幅工事に対する補助金は、０
件。

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

・農業従事者の高齢化等により、農業施設の管理が疎かになる傾向があることから、補助金の額を増やすことにより、
農業施設の保全に繋げ、農地の保全に繋げたい。

事業概要
（全体計画）

・農家組合（水利組合を含む。）が事業主体である農道、ため池、水路等の農業用施設の整備について行っている補助
金の条件を緩和し、農地の保全に繋げる。

事業の対象市内農業者他

根拠法令等土地改良法 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課農林課 関 係 課

事業名 生駒市土地改良事業補助金

行政改革大綱 （１）

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】
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年度） R6年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

C

評価

－

評価

－

評価

C

令和６年度アクションプラン事業評価シート

担 当 課農林課 関 係 課

事業名 生駒市スマート農業推進事業補助金

行政改革大綱 （１）、（２）

根拠法令等スマート農業技術活用推進法 事務区分自治事務

事業区分 会計区分 一般会計 予算費目

施策体系 産業・雇用就労 戦略的施策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・スマート農業機器購入費半額補助
　（最大50万円×２件）
・スマート農業業務委託に対して半額補助
　（最大10万円×４件）

・令和7年度からの実施に向けて要綱を検討
・集落座談会（別事業）においてニーズ調査等を実施した
・ICT鳥獣被害対策の実証実験を実施した

事業実施手法

事業期間

事業目的・
事業実施効果

農業者の高齢化による農作業の負担の軽減のため、スマート農業を実践し、農業者の所得の向上を図る。

事業概要
（全体計画）

市内農業者による先進的栽培技術設備等の購入及びＡＩを活用したＩＣＴ鳥獣被害対策に補助金を支給する。

事業の対象

R５決算 R６予算現額 R６決算 R７予算

事業費（千円） 0 1,400 0 1,400
12委託料
14工事請負費
18負担金補助及び交付金 1,400 0 1,400
その他

財源（千円） 0 1,400 0 1,400
特定財源
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位） 補助件数（件）

一般財源 1,400 0 1,400

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

多くの農業者の意見等を聞くことができた。
また、ICT鳥獣対策機器の市内での実験を行い、効果等について確認できた。

目標値と実績値の差
分についての理由

スマート農業に対するニーズ把握に時間を要し、制度
実施に至らなかった。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

ニーズ把握による対象機器の選定等に時間を要し、制度実施に至らなかった。

目標値 6

実績値 0

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

活用する場がなかった。

総合評価

評価した根拠・理由

多くの農業者の意見を聞くことはできたものの、対象機器の選定等が困難であったことから、年度
内で制度を開始することができなかった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由
制度実施には至らなかったが、今後必要な事業であるため、多くの農業者の意見を聞け丁寧な検討
ができた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

集落座談会（別事業）において、多くの農業者の意見を聞くことができた。

事業実施上の課題
・残された課題

生駒市内は小規模農家が多く、スマート農業の対象機器の選定等を丁寧に進めるとともに制度構築後の普
及・啓発が課題となる。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

早期に制度構築を行い、農業者の所得向上に寄与していきたい。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

【行政改革推進委員会審査用】


